
担 い 手 へ の 面 的 集 積
( 論 点 と 方 向 )

平成１９年３月
農 林 水 産 省

参考資料２

農地政策に関する有識者会議
専門部会（第３回）資料



－目 次－

Ⅰ 農地の面的集積に係る組織の役割

１．農用地利用集積計画に係る関係組織 ・・・・・・・・・・ １

２．農業委員会による利用調整 ・・・・・・・・・・ ２

３．農地保有合理化事業（１）（２） ・・・・・・・・・・ ３

４．農用地利用改善団体による利用調整（１）（２） ・・・・・・・・・・ ５

５．土地改良区による利用調整（１）（２） ・・・・・・・・・・ ７

Ⅱ 担い手への面的集積（論点と方向）

１．農地の利用集積及び面的集積を進めるための論点 ・・・・・・・・・・ ９

２．農地の所有者をはじめとする農地関係者の意識の改革 ・・・・・・・・・・ １０

３．面的集積を行う組織の確保 ・・・・・・・・・・ １１

４．面的集積を図る上での各組織の役割 ・・・・・・・・・・ １２

５．面的集積を図る場合の留意点と対応方向 ・・・・・・・・・・ １３

６．基盤整備の活用 ・・・・・・・・・・ １４

（参考）面的集積を図るための論点と施策の対応方向 ・・・・・・・・・・ １５



Ⅰ 農地の面的集積に係る組織の役割



○ 担い手への農地の利用集積については、農業委員会、ＪＡ、土地改良区、農用地利用改善団体が、出し手・受け手間の調整を
行い、必要に応じて農地保有合理化法人のプール機能も活用し、その調整結果に基づき、農用地利用集積計画の作成について、
市町村に対して要請や申出を行うことにより促進。

１．農用地利用集積計画に係る関係組織

市町村が農用地利用集積計画（案）を作成

認定農業者

農業委員会による
利用調整

農地法の適用除外

① 権利移動の許可
② 小作地所有制限
③ 賃貸借の法定更新

作成を申し出

規模拡大の
申し出

利用権設定等の効果が発生

公 告

作成を要請

農用地利用改善
団体による調整

農業協同組合
による調整

土地改良区
による調整

出し手 受け手

担い手への利用集積

農地保有合理化法人
のプール機能

要請 要請

１

農業委員会の決定



２．農業委員会による利用調整

２

○ 農業委員会は、農業委員会法等に基づくあっせん又は農業経営基盤強化促進法に基づく調整により、出し手・借り手間の権利移動
を調整することにより、担い手への利用集積を促進（平成17年のあっせん実績は35千ha、市町村への要請実績は99千ha）。

単位：ｈａ

Ｈ１３年 １４年 １５年 １６年 １７年

基盤強化法に 120,879 124,101 128,650 143,013 143,468

よる権利移動

うち 要請 64,362 57,701 65,293 83,023 98,538

（割 合） 53.2% 46.5% 50.8% 58.1% 68.7%

あっせん 32,999 32,390 32,507 33,520 34,696

うち 売買 11,520 12,690 11,083 12,555 11,648

賃貸借 18,614 18,393 19,222 19,609 21,619

資料：農林水産省「土地管理情報収集分析調査」及び経営局構造改善課調べ

注１： 要請」とは、農業経営基盤強化促進法第13条第4項の規定による要請に基づき、「

農用地利用集積計画が作成されたものをいう。

注２： あっせん」とは、農地移動適正化あっせん事業によって、農業委員会が売買や「

賃貸借等をあっせんしたものをいう。17年度のあっせんは暫定値である。

認定農業者への利用権設定等の促進農地利用のあっせん

（申 出）

農地保有合理化法人

農業経営基盤強化促進法 農地法

受け手農家

出し手農家

税
金
特
例
等

の
証
明
等

あっせんにおける
受け手の基準

１青壮年の農業従事者

がいる
２経営主等が意欲と能

力を有する
３経営主が相当の年齢

以下又は後継者が農
業従事
４土地の権利取得後の
経営面積(飼養規模)
が地域平均以上かつ
農業委員会の基準面
積を超える
５資本装備が適当
６権利取得する土地を

農振地域整備計画に
従って利用

認定農業者又は農用地等の所有者

市町村長に農用
地利用集積計画
の作成を要請

農用地等の所
有者に利用権
設定等を勧奨

市町村長に合理化
法人による買入協
議の通知を要請

調整が困 難で買
入が必要 な場合

市町村長が農用地
所有者に合理化法
人による買入協議
を行う旨の通知

合理化法人は
認定農業者に
優先的に売渡
し（貸付け）

（申 出）

認定農業者に
優先的に売渡
し（貸付け）

担い手へ
の利用集
積を実現

農業委員会による利用調整

農業委員会による利用調整農地情報の集約

農地の地番、地積、地目、
所有者、借入者等の農地に
係る情報のほか、農業者に
係る各種情報を記載

農地基本台帳
農業者ごとに経営農地を
ＧＩＳ(地図情報ｼｽﾃﾑ)等を
活用して地図上で把握。
作業受託や作目情報など
も把握可能。農地の分散
状況も一目で理解可能

その他農地情報

農地の出し手、受け手の情
報（意向等）を収集

農地銀行機能

農 業委員会

農業委員会
あっせん基準に基づき、受け手の選定（調整）



○基本的な仕組み

規模縮小農家、離農
農家等の所有する農地

農地保有合理化法人
・都道府県農業公社(47)

・市町村農業公社(160)

・市町村(18)及び農業協同組合(386)
農 地

借入れ
(買入れ)

貸付け
(売渡し)

○仲介機能の活用
・農地集約による集団化、団地化
・相対取引のタイムラグの解消

・出し手、借り手の貸借期間の調整等

○ 「農地保有合理化事業」は、農業経営の規模の拡大や農地の集団化等を促進するため、農地保有合理化法人が、離農農家や規
模縮小農家等から農地を借り入れ（買い入れ）て、当該農地を担い手農家に貸し付け（売り渡す）事業（農地保有合理化法人は
農地を一時的に中間保有する）。

○農地保有合理化事業の種類
（農業経営基盤強化促進法第４条第２項）

農地売買等事業（第１号）

農地売渡信託等事業（第２号）

農業生産法人出資育成事業（第３号）

研修等事業（第４号）

規模縮小農家等から農地を借入れ（買入れ）して、一定の要件を満たす規模拡大農
家に貸付け（売渡し）を行う事業

離農農家等から農地の売渡信託を引き受け、当該農家に信託引受農地の一定評価
額を無利子貸付けする事業

農業生産法人に農地を現物出資又は農地の仲介と併せて金銭出資を行い、出資に
より取得した当該法人の持分を構成員に計画的に譲渡する事業

農地売買等事業により一時的に中間保有する農地を、新規就農者の研修ほ場や
地域特産物の実証ほ場等に活用する事業

農地貸付信託事業（第２号の２） 農地所有者等から農地の貸付信託の引受けを行う事業

３．農地保有合理化事業（１）

農 地

農 地農 地

農 地

担い手に集積することで、
規模拡大を実現

３
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３．農地保有合理化事業（２）

４

○ 農地保有合理化事業の実績は、北海道、東北地方では多いが、東海、近畿、中四国地方では低調。主体別にみると、売買では都道
府県公社が多いが、貸借では農協が多い。
○ 農地保有合理化法人の体制は、専従者が少ないなど脆弱。近年農地価格の下落局面においては、中間保有によるリスクが増大。
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万円／１０ａ

市町村段階の合理化法人の担当者
市町村公社：専任0.29人 兼務1.05人

ＪＡ ：専任0.21人 兼務0.79人

平成６年以降は、農地価格が年２％程度下落。農地を中間保有
する合理化事業は、売買差損を生じるおそれ。

都道府県農業公社の合理化担当職員数の分布

農地価格の推移（水田）

実 績 課 題

資料：農林水産省経営局構造改善課
調べ（平成16年度結果）

資料：全国農業会議所「田畑売買価格等に関する調査」

資料：農林水産省経営局構造改善課調べ（平成16年度結果）
注：赤字は、実績のあった合理化法人数／全合理化法人数

主体別売買貸借の実績

215／386

3／18

117／160

47／47

10,236

2,731

6,672

11

ブロック別の事業実績

資料：農林水産省経営局構造改善課調べ（平成16年度結果）

借入
買入

買入

6,858

4,367

2,129 1,923
1,289

607 937
1,480

60

買入



農用地利用改善事業の実施主体として、農用地の地権者（所有

者や利用者）の２／３以上が構成員となった団体。

◇ 農用地利用改善団体 １，９９８団体（平成１８年９月末現在）

農用地利用改善団体が、作付地の集団化、農作業の効率化、担

い手への農地集積等の農地の利用関係の改善等の活動をどのよ

うに実施していくかについて、地域内の合意内容を取りまとめた文

書を市町村が認定。

農用地利用改善事業

特定農業法人 特定農業団体

地域内に担い手（認定農業者）がいない又は不足すると見込まれる場合

○ 農用地の利用集積の相手方として、農用地利用規程（特定農用地利用規程）に、特定農業法人（農業生産法人）又は特定農業団体

（集落営農組織等）を位置づけることが可能。

○ 特定農業法人及び特定農業団体は、当該地域における効率的かつ安定的な農業経営へと発展することが期待されるもの。

地域内の農用地の過半を集積することを目標 地域内の農用地の２／３以上を集積することを目標

農用地利用改善団体の設立

農用地利用規程の認定

４．農用地利用改善団体による利用調整（１）

４４６（H18年12月末） １，０６７（H18年12月末）

○ 集落等の地縁的なまとまりのある区域において、農用地の効率的・総合的な利用を図るために関係権利者が集まって、地域の担

い手を明確にし、担い手への農地集積等の農用地の利用関係の改善等を実施。

一 農用地の効率的かつ総合的な利用を図るための措置に関する

基本的な事項

二 農用地利用改善事業の実施区域

三 作付地の集団化その他農作物の栽培の改善に関する事項

四 認定農業者とその他の構成員との役割分担その他農作業の

効率化に関する事項

五 認定農業者に対する農用地の利用の集積の目標その他農用

地の利用関係の改善に関する事項

六 その他必要な事項

農用地利用規程の内容

５



○ 地域の話し合いにより、担い手や特定農業法人、特定農業団体に利用集積を進める農用地利用改善団体は平成１８年９月現在で、
１９９８団体。

　　　項目

農政局等

北海道 31 252 696 7,114 114,278 

東　北 64 378 768 24,203 26,914

関　東 18 61 154 4,444 4,339

北　陸 50 521 559 18,122 19,005

東　海 14 51 97 4,608 3,969

近　畿 40 287 346 16,138 11,400

中国・四国 53 269 589 10,684 8,087

九　州 31 179 405 8,497 8,506

沖　縄 0 0 0 0 0 

全国計 301 1,998 3,614 93,810 196,497

構成農家戸数

（戸）

地区内
農用地面積

（ha）

市町村数

（市町村）

農用地利用
改善団体数

（団体）

構成集落数

（集落）

農用地利用改善団体数

資料：農林水産省経営局経営政策課調べ（平成18年9月末現在）

６

１改善団体当たりの構成集落数　・・・・・ 1.8 集落

　　　　　　　　　構成農家戸数　・・・・ 47.0 戸

　　　　　　　　　地区内農用地面積　・・ 98.3 ha

47.1 ha（都府県）

４．農用地利用改善団体による利用調整（２）



○ 土地改良区は、土地改良事業等の実施に併せて、担い手への利用集積活動を実施。
○ 換地を伴う土地改良事業における利用権設定面積は、約１２千ｈａと平成８年度と比較して約２倍に増加しており、全国の利用権
設定面積の約１割を占めているところ。
○ 換地を伴う土地改良事業における申出による利用権設定面積は平成８年度と比較して約１１倍に増加。

○ 土地改良区数等の推移

区 分 Ｈ５年 ９年 １３年 １７年

土地改良区数 ７，８９２ ７，４１４ ６，８１６ ５，８５３

面 積(千ha) ３，２１１ ３，１０２ ２，９７２ ２，８３０

１土地改良区当たり面積（ha） ４０７ ４１８ ４３６ ４８３

組合員数（千人） ４，６０８ ４，４６６ ４，２６３ ４，０４１

１土地改良区当たり組合員数（人） ５８４ ６０２ ６２６ ６９０

職員数（人） １５，８３１ １４，６２４ １３，３３９ １１，８４９

１土地改良区当たり職員数（人） ２．０ ２．０ ２．０ ２．０

資料：農林水産省農村振興局土地改良企画課、全国土地改良事業団体連合会調べ

○　換地を伴う土地改良事業における利用権設定の状況（平成１７年） （単位：ｈａ）

地区数 面　積 地区数 面　積 地区数 面　積

換地を伴う土地改良事業地区面積　① 3,177 287,595.0 1,719 139,573.4 ０．５４倍 ０．４９倍

うち利用権設定面積　② 546 5,914.8 671 11,536.5 １．２３倍 １．９５倍

（利用権設定割合　②/①) 17.2% 2.1% 39.0% 8.3%

全国の利用権設定面積に占める割合 － 7.9% － 9.5%

うち申出による利用権設定　③ 10 111.8 41 1,247.0 ４．１０倍 １１．１５倍

（申出による利用権設定割合　③/①） 0.3% 0.0% 2.4% 0.9%

※　利用権設定面積とは、当該年度に実施中の土地改良事業において、利用権の設定が行われた又は行われると見込まれるものの合計。

※　全国の利用権設定面積に占める割合は、「農地の異動と転用（構造改善課調べ）」に基づく数値（Ｈ８は７４，７８８．０ha、H17は１２１，６９２．２ha（速報値））に対する割合。

※　「申出」とは、農業経営基盤強化促進法第18条第５項に基づき、土地改良区が市町村に対して換地計画の作成と相まって農用地利用集積計画の作成の申出を行うこと。

増　加　率（Ｈ１７／Ｈ８）平成８年 平成１７年

※ 利用権設定面積とは、当該年度に実施中の土地改良事業において、利用権の設定が行われた
又は行われると見込まれるものの合計。

※ 全国の利用権設定面積に占める割合は、農林水産省「土地管理情報収集分析調査」に基づく
数値（H8は74,788.0ha、H17は121,692.2ha(速報値)）に対する割合。

※ 「申出」とは、農業経営基盤強化促進法第18条第5項に基づき、土地改良区が市町村に対して
換地計画の作成と相まって農用地利用集積計画の作成の申出を行うこと。

経営体育成基盤整備事業の場合

事業計画（基盤整備関連経営体育成等促進計画）

地域の農地の整備状況に応
じた必要な工種の柔軟な組
合せが可能

土地利用調整活動など農業
生産基盤整備に関連する活
動を支援

農業生産基盤整備 農業経営高度化支援事業

実施要件

農業生産基盤整備の経営
体の中から、品目横断的
経営安定対策の対象者等
を育成

実施要件

経営体への農地利用集積

受益面積２０ha以上

経営体の育成
(認定農業者の増加等)

＋
（
一
体
的
に
実
施
）

５．土地改良区による利用調整（１）
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８

○事業実施前後の経営構造の変化 ○生産組織への農地の利用集積

事業実施前（Ｈ４）

○規模拡大志向農家
２５戸、３６，５ｈａ

（１戸当たり １．５ｈａ）
○その他農家

９６戸、７１．６ｈａ
（１戸当たり ０．７ｈａ）

事業実施後（Ｈ１１）

○生産組織
４組織、９３．２ｈａ

（１組織当たり ２３．３ｈａ）
○自給的農家

３３戸、１０．６ｈａ
（１戸当たり ０．３ｈａ）

（事業実施前）

（事業実施後）

標準区画：１０ａ

（１８ｍ×５５ｍ）

標準区画：３．４ｈａ

（１２５ｍ×２７０ｍ）

○ Ｆ県Ｓ地区では、県営ほ場整備事業を契機として、土地改良区が換地計画の作成を通じた土地利用調整を図り、４つの生産組織を
設立し、地区農地１０４ｈａの約９割を集積。

Ａ 営農組合

Ｂ 生産組合

Ｃ 生産組合

Ｄ 生産組合

凡　　　　　　例

５．土地改良区による利用調整（２）・・・事例



Ⅱ 担い手への面的集積(論点と方向)



○ 農地を貸したくないという兼業農家や高齢農家の意識の改革

○ 都市に住む不在地主についてもその意向等の把握と担い手への利用集積の誘導

○ 地元に密着して、出し手の農地を一括して受け、担い手に配分する組織の確保

《留意点》
・利用を一括して受ける場合、出し手との関係をどのように構築すればよいか

・担い手間の調整はどのようにすべきか

・地元に密着したコーディネーター活動はどうあるべきか など

○ 併せて、基盤整備（大区画連担化）が重要

○ 担い手への農地がまとまった形での面的集積を進めるためには、面的集積が進まない要因や優良事例を踏まえ、担い手の意向等
を考慮しつつ、次のような論点について対応することが必要。

１．農地の利用集積及び面的集積を進めるための論点

９

農地政策に関する有識者会議
専門部会（第２回）資料



２．農地の所有者をはじめとする農地関係者の意識の改革

○ 農地がまとまった形での面的集積を図るためには、農地の所有者をはじめとする農地関係者の意識の改革（「農地の利用（あるい
は利用しない）は所有者の自由」⇒「農地は限りある経営資源として有効利用すべき」）を促すとともに、そのためのインセンティ
ブを与えるため、面的集積に参加する者に対し、メリットを集中化・重点化（場合によっては参加しない者にデメリット）すること
が必要ではないか。

「
農
地
の
利
用
（
あ
る
い
は
利
用
し
な
い
）

は
所
有
者
の
自
由
」
と
い
う
意
識

・農地の所有者が不明
・円滑な利用権の調整・手続きが困難

利用集積機関（市町村、農業委員会、ＪＡ等）

○ 「農地は限りある経営資源
として有効利用すべき」との
理念を明確化し、その浸透を
図ることが必要ではないか。

○ また、そのためのインセン
ティブを与えるため、面的集
積に向けた取組に参加する者
に対して、メリット措置の集
中化・重点化を進めること
（場合によっては参加しない
者にデメリット）が必要では
ないか。

対応方向
年をとってもやれるうちは耕作する。

今の小作料水準では貸す気になれない。

貸すとしても親戚、知人等の信用のおける人。

隣の人には貸したくない。

勤めの合い間に作業ができる。機械もそろえた。

兼業農家、高齢農家等の意識

・農地の管理ができないから、耕作しない
・貸すにしても相手が分からず、不安
・貸す場合の手続きが面倒

不在村農地所有者

現 状

担い手への利用集積が困難

意
識
改
革
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３．面的集積を行う組織の確保

○ 農地がまとまった形での面的集積を図るためには、農地保有合理化事業等の既存施策には限界があり、地域の一定の組織が間に立
つことにより、農地をまとめた形で担い手に再配分する仕組みが必要ではないか。

・所有権移転は、売買リスクがあり困難

・人材を含め体制が不十分

・県公社では範囲が広すぎ、地域との密着度が不足

・市町村段階の農地保有合理化法人は少なく、活動が低調

・プール機能が生かされず面的集積の活動例は少数

・あっせん・調整が主であり、直接、権利取得の当事者に
なることはできないため、利用権のプール機能は有して
いない

・市町村合併により広域化し、目が届かない

・必ずしも面的集積に力を入れている農業委員会ばかりで
はない

・集落の話合いのみで農家の意識を変えることは困難

・直接権利取得の当事者になることは不可

農地保有合理化事業

農業委員会

農用地利用改善団体

○ 所有と利用を切り離し、農地の利
用について、地域の一定の組織（面
的集積組織）が間に立つことにより、
① 出し手・受け手の関係を遮断
② その農地を当該組織が一括して
引き受け
③ まとめた形で担い手へ再配分
④ 賃借料の徴収等を代行
する仕組みが、面的集積の促進には
必要ではないか。

○ その際、面的集積組織は市町村単
位を基本に全域をカバーする組織
（地域が重ならない範囲で複数も
可）として整備することが必要では
ないか。

既

存

施

策

の

限

界

対応方向
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４．面的集積を図る上での各組織の役割

○ 担い手への利用集積を図るための既存の組織は、それぞれ特徴的な機能を有しており、農地がまとまった形での面的集積を図るた
めには、それらが密接に連携して活動することが必要。

○兼業農家
○高齢農家
○不在村地主
○担い手（農地分散）

○担い手（面的集積）面的集積組織

利用 利用(再配分)

小作料小作料

意識改革
情報収集
参加促進

支援利用をプール

市町村 農業委員会 ＪＡ 土地改良区 合理化法人
（市町村、公社、ＪＡ）

農用地利用
改善団体

農地を一括して受けるた
めの出し手への働きかけ

○ ○ ○ ○ △ ○

農地を一括して受けるた
めの利用調整

△ ○ ○ ○ △ ○

プール再配分

（権利取得）
× × × × ◎ ×

小作料の徴収
・支払等の代行

× × ◎ × ○ △

農地情報の把握 △ ◎ △
△

（事業地区内は◎）
△

×
（区域内は○）
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５．面的集積を図る場合の留意点と対応方向

○ 農地がまとまった形での面的集積を図るためには、出し手・受け手に対してメリット（場合によっては参加しない者にデメリッ
ト）を付与し、農地を一括して手放させるための働きかけと、それを進めるコーディネーター活動を推進することが必要ではないか。

面的集積を達成するため、担い手から
も一旦農地の利用を面的集積組織に委ね
てもらうことが必要ではないか。

面的集積を達成するため、誰に農地の
利用をまかせるかの選択権は面的集積組
織に委ねてもらうことが必要ではないか。

面的集積に向けて、地元で恒常的に実
践的な活動を行う者を育成・確保すると
ともに、面的集積組織内に位置付けるこ
とにより、その活動をサポートしていく
ことが必要ではないか。

地元に密着したコーディネーター活動
はどうあるべきか。

留意点

担い手間の調整をどのようにすべきか。

組織が利用を一括して受ける場合、出
し手との関係をどのように構築すればよ
いか。

対応方向
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６．基盤整備の活用

○ 基盤整備はソフト施策との一体的な実施により、農業生産法人などの担い手の育成や担い手への農地の利用集積の推進に大きく貢献
しているが、農地がまとまった形での面的集積を更に促進するための方策の検討が必要ではないか。

これまでの基盤整備の取組 農
地
が
ま
と
ま
っ
た
形
で
の
面
的
集
積
を

更
に
促
進
す
る
た
め
の
方
策
の
検
討
が
必
要
で
は
な
い
か
。

農業生産基盤整備

農地利用集積等支援

基
盤
整
備
と
ソ
フ
ト

施
策
の
一
体
的
な

実
施

換地処分
土地改良区等が行う意向調
査活動、土地利用調整活動
等への支援、
利用集積に向けた促進支援
等

区画整理（畦畔
除去等簡易な整
備を含む）、農
業用用排水施設、
農道、暗渠排水、
客土 等の基盤
整備を実施

基盤整備の効果
○ 担い手の稲作労働時間の短縮

51時間

21時間

0

10

20

30

40

50

60

事業前 事業後

労
働
時
間

時間/10a

約６割短縮
全国平均(H14)

32.4時間/10a

注：平成8～14年度に完了した都道府県営ほ場整備事業544
地区の実績

注：平成8～14年度に完了した都道府県営ほ場整備事業552地
区の実績

4.0ha

8.7ha

0

2

4

6

8

10

事業前 事業後

経
営
規
模

ha

２．２倍に拡大

全国平均(H12)

1.25ha/経営体

○ 担い手の経営規模の拡大

○法人化など強い農業経営体の育成

814

（平成１７年６月時点調べ）

全 国 ベ ー ス

ほ場整備実施地区数

２，０５６地区
設立された生産組織
の数

１，３７０

うち法人化された数

２１７

（生産組織化数の約２割）
217

1,370

８１４地区

うち生産組織が設立
された地区数

生産組織の数2,056

（ほ場整備実施地区数
の約４割）

814

（平成１７年６月時点調べ）

全 国 ベ ー ス

ほ場整備実施地区数

２，０５６地区
設立された生産組織
の数

１，３７０

うち法人化された数

２１７

（生産組織化数の約２割）
217

1,370

８１４地区

うち生産組織が設立
された地区数

生産組織の数2,056

（ほ場整備実施地区数
の約４割）

農地の集団化と農地利用集積等支援

農地の集団化

○法人を育成して農産物
の加工・販売に取り組み、
通年雇用を実現
（Ｈ県Ｔ地区）

注１）H5～H14に採択されたほ場整備事業（一般型・担い手育成型）、土地改良総合整
備事業（一般型・担い手育成型・支援型・水田農業緊急整備型）2,056地区の実績。

注２）生産組織の定義については、複数の農家が参加しており、代表者及び規約の定
めがある協定が結ばれている などの県営ほ場整備事業等において定義されていた組
織を意味する。

（平成１８年５月時点調べ）
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論 点 対 応 方 向

○ まだ農業を続けるという兼業農家や高齢農家
等の意識の改革
○ 都市に住む不在地主についてもその意向等の
把握と担い手への利用集積の誘導

・ 「農地は限りある経営資源として有効利用すべき」との理念を明確化し、
その浸透を図ることが必要ではないか。

・ また、そのためのインセンティブを与えるため、面的集積に向けた取組に
参加する者に対して、メリット措置の集中化・重点化を進めること（場合に
よっては参加しない者にデメリット）が必要ではないか。

○ 地元に密着して、出し手の農地を一括して受
け、担い手に配分する組織の確保

・ 所有と利用を切り離し、農地の利用について、地域の一定の組織（面的集
積組織）が間に立つことにより、
① 出し手・受け手の関係を遮断
② その農地を当該組織が一括して引き受け
③ まとめた形で担い手へ再配分
④ 賃借料の徴収等を代行
する仕組みが、面的集積の促進には必要ではないか。

・ その際、面的集積組織は市町村単位を基本に全域をカバーする組織（地域
が重ならない範囲で複数も可）として整備することが必要ではないか。

《留意点》

・ 組織が利用を一括して受ける場合、出し手
との関係をどのように構築すればよいか

・ 面的集積を達成するため、誰に農地の利用をまかせるかの選択権は面的集
積組織に委ねてもらうことが必要ではないか。

・ 担い手間の調整はどのようにすべきか ・ 面的集積を達成するため、担い手からも一旦農地の利用を面的集積組織に
委ねてもらうことが必要ではないか。

・ 地元に密着したコーディネーター活動はど
うあるべきか

・ 面的集積に向けて、地元で恒常的に実践的な活動を行う者を育成・確保す
るとともに、面的集積組織内に位置付けることにより、その活動をサポート
していくことが必要ではないか。

○ 基盤整備の活用 ・ 農地がまとまった形での面的集積を更に促進するための方策の検討が必要では
ないか。

（参考）面的集積を図るための論点と施策の対応方向
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